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はじめに

　ここ数年，高い経済成長を続けるインド経済であるが，電力，通信，道路，
上下水などの社会基盤，インフラストラクチャー（以降，インフラと呼ぶ）
の整備の遅れが指摘されている。インド政府は，インフラ供給が経済成長
のペースに追いつかず，今後，経済成長の大きな足枷になると報告してい
る（Government of India，Planning Commission［2006］）。また世界各国
の企業家に対して，各国でビジネスを行ううえで最も問題である点をアン
ケート調査した結果（World Economic Forum［2007］），インドの場合，
インフラの未整備が最も問題であると指摘されている。その他の BRICs
諸国では，インフラの整備不足が問題とした回答は，上位 3 位までには含
まれておらず（1），インドで企業活動を行う際に，インフラ未整備が障害
となっている状況を示している。
　国家の経済発展にインフラの整備が必須であることはいうまでもない。
途上国，先進国に限らず，政府が成長段階に応じたインフラの水準を提供
できなければ，その国の成長はインフラの供給水準によって制約を受ける
こととなる。とくにグローバル化の時代においては，インフラの整備状況
は，海外からの投資判断や輸出競争力に大きな影響を与えるため，これま
で以上にこの問題はいっそう重要視されるであろう。
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　本稿では，インドのインフラ整備の現状と問題点を報告する。おもに電
力部門に焦点を当て，そこから浮かび上がるインドのインフラ部門が抱え
る問題を明らかにすることを目的とする。電力部門は経済成長にとって最
も重要なインフラであり，経済の規模の応じた電力を安定的に供給できる
かどうかが重要なポイントとなる。現在，インドの電力供給は経済が必要
とする需要を満たすことができていない。経済的そして社会的ロスを考え
ると，電力部門の整備は喫緊の課題である。
　本稿の構成は次のとおりである。第 1 節でインフラと経済発展の関係を
整理し，第 2 節，第 3 節では電力部門に絞り，現状を報告するとともに，
深刻な問題となりつつあるインフラの州間格差，都市農村格差を概観する。
第 4 節では，インフラ整備が不足する背景を検討し，最後に本稿のまとめ
を行う。

第 1 節　インフラと経済発展の関係（2）

　インフラはさまざまな経路を通じて直接的，間接的に経済発展に影響を
与える。古典的な議論で強調されるのは，インフラの生産要素としての役
割である（Rosenstein-Rodan［1943］，Murphy et al.［1989］）。公共資本
としてのインフラの供給は，労働や民間資本といった他の生産要素の生産
性を高め，より多くのインフラの蓄積は，より高い生産をもたらすことと
なる。とくに途上国のようなインフラの蓄積が限られた環境では，インフ
ラ資本の限界生産性が高くなり，インフラ整備を推し進める基本的な考え
方となっている。
　インフラの整備が民間投資に大きなプラスの影響を与えるクラウディン
グ・インの考え方もある（Agenor［2004］）。たとえば，企業が途上国に
投資をする場合，その国のインフラ整備の状況は投資判断を決定するうえ
で，重要な項目である。十分なインフラ整備が民間投資を呼び込み，そし
て資本のさらなる蓄積が生産を増大させるという図式が存在する。このよ
うにインフラの整備が経済を発展させ，その結果，政府の歳入が増え，さ
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らにインフラ投資を可能とし，いっそうのインフラ整備の向上が，民間投
資を呼び込み，経済発展を可能とする正のスパイラル効果がある。
　インフラの供給は経済の発展段階に応じたものでなければならない

（Sala-i-Martin and Barro［1991］）。経済の成長にともないインフラの供給
が増えなければ，利用が過密化し，他の生産要素が生産的に活用できない
状況が発生する。たとえば道路渋滞や電力不足，通信回線のパンク等が具
体例として挙げられる。図 1，図 2 は世界 123 カ国・地域のインフラ供給
の水準と一人当たり所得の相関をみたものである。インフラの供給水準を
表すものとして，ここでは一人当たりの電力発電量（図 1）と人口 1,000
人当たりの固定電話回線数（図 2）を使っている。これらの図から因果関
係を導き出すことは可能ではないが，明らかに両者の間には強い正の関係
にあり，上記の考え方を支持しているとみてよいであろう。
　インフラがもたらす間接的な影響としては，インフラ整備によっても
たらされる環境がより生産を高めるケースが考えられる（Agenor and 
Moreno-Dodson［2006］）。たとえば農村への電力の供給は，農業水の汲み
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（出所） World Bank, World Development Indicators 2007 CD-ROM 版．

図 1　電力インフラの整備と一人当たり所得
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上げやさまざまな農機具の使用を可能とするだけでなく，農村の子供たち
の夜間の勉強を可能とし，人的資本の形成にも大きく役立つ。また農村と
都市を結ぶ道路網の整備や通信の発展は，単に街まで農産品を運ぶ時間や
コストを削減するだけでなく，農産品の市場拡大にも役立つといった効果
もある。コストの削減により，利潤を他の生産的な活動に使うこともでき，
いっそうの生産増加が期待できる。また公共交通機関の充実は，学校まで
遠く離れた児童たちの通学を容易にするなどの効果がある。このようにイ
ンフラは単なる生産要素の側面のみならず，それが提供する環境が間接的
に生産を高めるという効果をもっている。これらのインフラがもつ直接的
そして間接的な利点は，発展段階初期の途上国においては，極めて重要で
あり，経済発展におけるインフラの役割は大きいといえよう。
　一方で，インフラ供給のネガティブな側面も考慮する必要がある。財政
負担の増加や，インフラが公共財に近い性格をもつことに起因するフリー
ライダーの問題，その他，汚職，非効率性の問題があり，決してインフラ
の整備が経済発展にとって万能薬ではないことも事実である。また予算内
で，いかに最適なインフラ水準を達成し，より高い経済成長を実現するか
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図２　通信インフラの整備と一人当たり所得
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という問題もある。政府は電力，道路，通信等の物的なインフラを供給す
ると同時に，教育，保健衛生といった社会セクターの予算も確保しなけれ
ばならない。このような公共支出管理は，財政上の制約が多い途上国にとっ
てとくに重要な課題である（Devarajan et al.［1996］）。

第 2 節　インド電力部門の現状

　さらに詳細なインドのインフラ事情を理解するために，電力部門に焦点
を当てて検討する。電力部門を取り上げる理由として，①電力部門は経済
成長にとって最も重要なインフラであること，②世界銀行の投資環境調査
は，電力，運輸，そして通信の 3 つのインフラのうち，電力不足が最もビ
ジネスを行ううえで障害であると報告していること（3），③インドのケー
スでは，Mitra et al.［2002］はインフラのなかで，電力供給が産業の全要
素生産性（TFP）に最も高い正の影響を与えると報告している点，そし
て④各種インフラの整備状況には高い相関関係が存在しており，電力部門
を精査することで，他のインフラ部門の状況をある程度判断することが可
能であること（4），などが挙げられる。
　現在，インドの電力供給は経済が必要とする需要を満たすことができず，
ほぼ全州において供給が不足している状態である。インド進出の日系企業
へのアンケート調査において，インフラ部門のなかで電力部門の整備が欠
如しているとの回答が最も多く（Kondo［2006］），またインド計画委員会
も，インフラのなかでもとりわけ電力部門は他の競合国と比較して劣って
いると指摘している（Government of India，Planning Commision［2006］）。

１．発電能力

　インドの 2004 年の年間発電量は，米国，中国，日本，ロシアに次いで
第 5 位（667,782GWh）で，インドは世界有数の発電能力をもつ国となっ
ている（World Bank［2007］，図 3）。発電設備の規模は，2008 年 5 月末
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時点には，145,588MW に達し（5），平均すると独立以来，年率 8％のスピー
ドで発電能力の追加が行われてきた。しかし人口 10 億人以上を抱え，ま
た急成長する経済の電力需要を賄うには不十分な規模である。
　2004/05 年度（6）のインドの一人当たりの電力消費量は 612kWh で，中
国（1,802kWh）のそれと比較すると相当低く，アジア諸国平均（646kWh）
をも下回る水準である（図 4）。また電力の送配電中の損失の比率は，イ
ンドの場合，27％と BRICs 諸国（中国 6％，ブラジル 17％，ロシア 12％）
や低所得国平均（24％）よりも高い（World Bank［2007］）。この値が電
力部門の質（もしくは効率性）を表すと仮定すると，インドの電力部門は，
質・量ともに低い水準にあるといえるであろう。
　現在のインドの発電設備の内訳は，国内の石炭利用を中心とする火力発
電が全体の 64％を占め，水力発電が 25％，残りは風力発電等である（表 1）。
所有の形態は，55％が州政府による発電で，以下，中央政府（34％），民間

（11％）となっている（Government of India，Planning Commission［2008］）。
州政府による発電が全体の 5 割以上を占める背景には，そもそも電力事業
は州政府による優先事業であったことが挙げられる（小島［2002］）。1948
年の「電力供給法」（Electricity（Supply）Act 1948）により，各州に州
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図３　種別発電量の推移
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電力庁（State Electricity Board: SEB）が誕生し，州の電力の発電・送電・
配電を担うこととなった。そして 1956 年の「産業政策決議」では，電力
事業は政府による独占事業と定められ，民間参入が排除された。
　しかし，次第に州の発電能力が需要に追いつかない状態となり，1975 年，
中央政府による火力および水力の発電公社が設立され，州の電力不足を補
う役割を担うようになった。その後，経済自由化の流れのなかで，1991 年
には発電部門に外資を含む民間参入が認められた。現在では，原子力発電
を除く発電から配電部門までにおいて，民間企業への門戸が開かれている。
　このように州事業体による発電が依然 5 割以上を占めるが，中央政府に
よる発電や民間資本を活用した発電へとシフトする傾向にあり，第 9 次以
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図４　年間一人当たり電力消費量

表１　種別発電設備の現状
火力 原子力 水力 その他 計石炭 ガス ディーゼル 小計

発電規模（MW） 77,199 14,716 1,200 93,115 4,120 36,159 12,195 145,588 
シェア（％） 53.0 10.1 0.8 64.0 2.8 24.8 8.4 100.0

（注）　2008 年７月 31 日時点の数字。
（出所）　Government of India, Ministry of Power, Central Electricity Authority のウェブサイト

（http://www.cea.nic.in）より。
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降の 5 カ年計画には明確にその方向性が表れている（7）。

２．電力需給の不均衡

　過去の 5 カ年計画をみた場合，発電能力の追加は第 7 次計画（1985 年
～ 90 年）ではほぼ達成されたが，第 8 次（1992 年～ 97 年），第 9 次（1997
年～ 2002 年），そして第 10 次（2002 年～ 07 年）の 5 カ年計画では，それ
ぞれ 53.8％，47.2％，そして 56.6％の低い達成率となった。この背景には，
期待した民間部門の参入の遅れや（第 9 次），発電に必要な高度技術の導
入の遅れ（第 10 次）などの理由がある。一方で，人口増と経済成長の進
展にともなう電力需要は大幅に増加し，その結果，需給の不均衡が慢性化
している。2007/08 年度の平均電力不足は，9.8％，ピーク時間帯の不足は，
16.6％であり，近年，不足率が上昇の傾向にある（図 5）。とくに 2002/03
年度以降の高い経済成長下で工業部門の電力需要が加速化しており（図6），
発電能力の早急な拡大が必要となっている。
　電力不足による経済的ロスは甚大である。2005/06 年度の電力不足を金
額に示すと，34 億ドル程度であり，そしてこの電力不足が招いた損失額は，
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680 億ドルと推計されている（8）。また電力不足による 1kWh 当たりの損失
は，ハリヤーナー州で 5 ルピー，カルナータカ州では 22 ルピーとの報告
がある（World Bank［2002］）。さらに World Bank［2006］は、電力供給
停止による売り上げ（生産）の損失は，中国，ブラジル，南アフリカでは，
それぞれ 2.0％，2.5％，0.9％であるのに対して，インドの場合，10.0％で
あると推計している（9）。
　このような慢性的な電力不足と，また過電流等の電力の質的問題により，
民間の多くは，独自の発電設備を有しているところが多い。インドでは 6
割以上の企業が自家発電機を所有し，総発電量に占める自家発電の比率は
19.1％となっている（10）。中国，ブラジル，南アフリカの同比率は，それ
ぞれ 1.6％，1.6％，そして 0.2％でありインドの数字が突出している。
　計画委員会は，第 11 次 5 カ年計画下で GDP が 9％で成長し，そし
て電力需要の成長弾力性を 1 とした場合，年率 9％で電力需要が増加
し，2011/12 年度には 1,008BU ～ 1,038BU（自家発電分を除く。BU=10
億 kWh）の電力が必要であると見積もっている（Government of India，
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図６　部門別電力消費の推移
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Ministry of Power［2007a］）。これは一人当たりの電力消費量でみると約
1,000kWh となる。この需要を満たすのに必要とされる新規追加の発電能
力は，約 78,000MW と推計される。すでに計画能力の約 7 割は建設が開
始されているが，この追加規模は現状の発電能力のほぼ半分に匹敵し，そ
して第 10 次 5 カ年計画下で達成した新規追加能力の 3.5 倍程度となる。

第 3 節　電力供給からみるインフラ整備の州間・都市農
村間格差

１．州間格差

　電力の需給関係を州別でみた場合，大きな違いが存在する。主要16州（11）

のなかではパンジャーブ，グジャラート，ハリヤーナー，そしてタミル・ナー
ドゥの 4 州で 1 人当たりの年間電力消費量が 1,000kWh を超え，一方，ビ
ハール州やアッサム州のそれは，それぞれたったの 91kWh，175kWh で
ある（図 7）。おおむね工業や農業が盛んな州や豊かな州で電力消費量が
多く，貧困州では少ないといった傾向がみられる。当然ながら，一人当た
りの州内生産額と電力消費量の間には強い相関があるとともに，一人当た
りの州内生産額と州レベルでの世帯電化率の間にも正の相関が存在する。
ハリヤーナー州，パンジャーブ州，グジャラート州といった西部の所得水
準の高い州の電化率は 80％を超えているのに対して，所得水準の低い東
部のビハール州，オリッサ州，ジャールカンド州の電化率は低い。とくに
ビハール州（とくに農村部の電化率）は極めて低い。一人当たり州内生産
額を所得水準ととらえ，世帯電化率との関係をみると，図 8 のように，両
者の間には，正の強い相関が存在している。よって州の経済水準と電力整
備の間には正の関係があり，第 1 節の国際比較でみたような経済発展とイ
ンフラの相関性が州レベルでも表れている。
　電力不足率をみた場合，主要 16 州，すべてにおいて電力が不足してい
るとともに州間の格差が存在する（図 9）。ピーク時の不足率で比較した
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（出所）　Indiastat.com（http://www.indiastat.com）より。

図７　2006/07 年度一人当たり電力消費量（kWh）
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（出所）　 Government of India, Census of India 2001およびIndiastat.com（http://www.indiastat.
com）より。

図８　一人当たり州内総生産と世帯電化率（2001 年）
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場合，ウッタル・プラデーシュ州，マハーラーシュトラ州，ビハール州な
どの多人口州で不足率が 20％を超える高い数値となっている。各州で電
力が不足している状態であるが，時期によっては電力余剰の地域もあり，
このような州レベルの電力不足は，余剰州から不足州へと送電することで
解消される可能性がある。しかしながら長きにわたり，州が電力供給の主
導権を握っていたことから，インド全体をカバーする国家送電網（National 
Grid）が未だ構築されていない（12）。現在のところ，送電は地域間送電に
限られており，また送電能力も 1 万 1,440MW とインドの発電能力の 10％
以下でしかなく（Government of India，Ministry of Power［2007b］），電
力供給の過不足の是正に貢献するに至っていない。
　さて電力不足率の政府公表値は，「登録」需要に対する供給不足を示す
ものであり，潜在的な電力需要が含まれていない（たとえば電化されてい
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（出所）　 Government of India, Ministry of Power, Central Electricity Authority, Monthly Review of 

Power Sector, December 2007.

図９　2007/08 年度の州別電力不足率
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ない世帯の需要は含まれない）。よって，実際はより高い不足率であると
の指摘がある（小島［2002］）。これは州別の一人当たり電力消費量をみれ
ば明らかである。もしビハール州の全世帯が電力にアクセスすることがで
き，インド平均の電力を消費したと仮定した場合，現状の供給量ではビハー
ル州のピーク時電力不足率が 20％程度でないことは容易に想像できるこ
とである。

２．都市・農村間格差

　電力供給の州間格差に加え，同じ州内でも都市部と農村部で供給格差が
存在し，ビハール州，ジャールカンド州，オリッサ州等の一部の州では農
村部への電力供給は深刻な問題となっている（図 10）（13）。全人口の 7 割
が農村部に居住しており，すべての農村に電力を供給することは，農業
等の農村の生産性向上を図るのみならず，農村に暮らす人々の生活水準向
上にも欠かせない。World Bank［2002］は，電力不足により農業生産が

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

ア
ー
ン
ド
ラ
・
プ
ラ
デ
ー
シ
ュ

ア
ッ
サ
ム

ビ
ハ
ー
ル

グ
ジ
ャ
ラ
ー
ト

ハ
リ
ヤ
ー
ナ
ー

ジ
ャ
ー
ル
カ
ン
ド

カ
ル
ナ
ー
タ
カ

ケ
ー
ラ
ラ

マ
デ
ィ
ヤ
・
プ
ラ
デ
ー
シ
ュ

マ
ハ
ー
ラ
ー
シ
ュ
ト
ラ

オ
リ
ッ
サ

パ
ン
ジ
ャ
ー
ブ

ラ
ー
ジ
ャ
ス
タ
ー
ン

タ
ミ
ル
・
ナ
ー
ド
ゥ

ウ
ッ
タ
ル
・
プ
ラ
デ
ー
シ
ュ

西
ベ
ン
ガ
ル

全体
農村
都市

（％）

（出所）　Government of India, Census of India 2001.

図 10　州別世帯レベル電化率
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5～13％低下し，また農村の電化により 1kWh 当たり 20 ～ 35 ルピーの付
加価値が生まれると報告している（14）。電化はこれら農業生産への効果だ
けでなく勉強時間の増加など社会的効果も大きく，農村内において，電化
世帯と非電化世帯間の単に経済的格差のみならず，社会的格差拡大の要因
ともなっている。
　第 1 次 5 カ年計画（1951 年～ 56 年）以来，灌漑用ポンプの電化等によ
る農業生産拡大および農民の生活水準の向上を目的とした農村電化の重
要性が認識されていたが，電化事業が本格化するのは，第 5 次 5 カ年計
画（1975 年～ 79 年）下の「最低限のニーズ充足計画」（MNP）における
農村電化計画導入以降のことである。その後，「明るい家スキーム」（Kutir 
Jyoti Yojana: KJY）や「首相の村落開発スキーム」（Pradhan Mantri 
Gramodaya Yojana: PMGY）などのスキームが導入され（15），現在，これ
らは 2004 年に政権の座についた統一進歩連合（UPA）が打ち出した国家
共通最低綱領（National Common Minimum Program: NCMP）のもとで
2005 年 4 月にスタートしたラジーブ・ガンディー農村電化スキーム（Rajiv 
Gandhi Grameen Vidyutikaran Yojana: RGGVY）に統合されている。こ
のスキームにより，インド政府は第 11 次 5 カ年計画終了時の 2012 年まで
に農村すべての世帯を電化する計画（Power for All by 2012）でいる。
　これまで毎年多くの農村が電化されることとなり，2008年8月末時点で，
全インドの59万3,732村中，48万8,667村が電化され，電化率は82.3％となっ
ている（16）。しかしながら 100％を達成しているアーンドラ・プラデーシュ
州，パンジャーブ州，ハリヤーナー州等が存在する一方で，ジャールカン
ド州（31.1％），ビハール州（52.9％），オリッサ州（55.8％）などの後進州
では低い電化率にとどまっており，ここにも格差が存在している（表 2）。
　また農村の電化率が必ずしも農村世帯の電化率を表すことではない点に
注意しなければならない（佐藤［1991］，Bhattacharya［2006］）。そもそ
も当初の「電化」の定義は，「農村で電気がいかなる目的であれ，使用さ
れている」という程度のものであった。たとえば農村で灌漑ポンプが一基
電化されていれば，その村は電化された村ということになった。その後，
電化がより社会的な色合いを帯びるようになるにつれ，電化事業が，村単
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位から，家計レベルへと変わり，1997 年，2004 年と定義変更が行われた。
現在の「電化」の定義は，①村の一般居住区およびダリット（不可触民）
居住区に配電変圧器や配電線等の基礎インフラが存在すること，②村の公
共施設（学校，保健センター，パンチャヤート事務所等）が電化されてい
ること，そして③最低 10％以上の世帯が電化されていること，である（17）。
かつての定義と比較するとより狭い定義となったが，①と②が満たされ
ていれば，世帯レベルで 10％程度が電化されていれば「村」が電化され
ているということとなり，相変わらず農村電化率の数字は現状を示してい
るとはいえない。たとえばビハール州の農村電化率は 50％程度であるが，
2001 年のセンサスが示す限りでは，世帯レベルでは依然として相当低い
水準であると考えられる（18）。

表２　州別農村電化率

州名 農村電化率（％）
アーンドラ・プラデーシュ 100.0 
アッサム 78.6 
ビハール 52.9 
ジャールカンド 31.1 
グジャラート 99.6 
ハリヤーナー 100.0 
カルナータカ 98.7 
ケーララ 100.0 
マディヤ・プラデーシュ 96.3 
マハーラーシュトラ 88.3 
オリッサ 55.8 
パンジャーブ 100.0 
ラージャスターン 68.3 
タミル・ナードゥ 100.0 
ウッタル・プラデーシュ 88.3 
西ベンガル 96.1 

（注）　2008 年 8 月 31 日時点の値。
（出所）　 Government of India, Ministry of Power, Central 

Electricity Authority のウェブサイト（http://
www.cea.nic.in）より。
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３．インフラ整備の格差がもたらすもの

　これまでの研究により，このようなインフラの州間，都市農村格差
は，経済発展や貧困削減に負の影響を与えることが明らかとなっている。
Ghosh and De［2005］は各州のインフラ整備の違いがその後の一人当た
り州内生産の水準を決定すると実証し，Nagaraj et al.［2000］も同様の結
果を導いている。Mitra et al.［2002］は，インド主要州の製造業データを
もとに各州のインフラの供給の水準と製造業の TFP の関係を推計し，イ
ンフラが整備されている州ほど高い TFP パフォーマンスを示すとの結果
を報告している。また貧困削減に関して，Datt and Ravallion［2002］は，
人的資本の水準に加え，インフラの整備状況が良い州では貧困削減の速
度が速いことを実証し，インドにおいてインフラ整備が貧困削減に資する
との見方を示した。これらの先行研究では，インフラの供給水準が州間の
所得格差や産業のパフォーマンスに影響を与え，また農村の貧困削減に影
響するなど，インドにおいて経済発展の初期条件としてのインフラの役割
が強調されているといってよいであろう。インド政府が打ち出す，格差を
なくし，万人が成長を享受することのできる「包括的な成長」（Inclusive 
Growth）を達成するには，州，農村レベルにおいてインフラの整備が急
務である。

第 4 節　インフラ整備不足の背景

　過去，中央，州政府の開発支出において，電力部門は各種インフラのな
かでも最優先事項であったといっても過言でない。しかしながら現状，電
力供給は十分でなく，安定した電力を国民全体に供給するに至っていない。
本節では，電力需給不均衡の背景を，電力供給側の問題点から検討する。
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１．中央・州政府の財政赤字

　インフラ未整備の要因のひとつとして，中央・州政府レベルでの財政
制約が挙げられる。1980 年代以降，インドの財政は慢性的に赤字を記録
している。補助金や利払いといった支出が増加する一方で歳入が伸び悩ん
だことに起因する。とくに 1997/98 年の公務員賃金引き上げにより，大き
く財政は悪化し，中央，州政府の総財政赤字は 1998/99 年度以降，GDP
比で 9％を超え，2002/03 年度には 9.6％にまで至った（図 11）。しかし
2003/04 年度に財政責任・予算管理法（Fiscal Responsibility and Budget 
Management Act，2003）が成立し，2008/09 年度までに経常収支赤字を
ゼロ，財政赤字を 3％にする制約が課せられている。同法成立以降，財
政赤字比率は低下傾向にあり，2006/07 年度には 6％台にまで比率を下げ
ている。しかしながらこの間，歳入面では目立った上昇がみられず，結
局，赤字削減は歳出面の抑制によって行われ，とくにインフラ整備を含む
開発支出の削減がターゲットとされた。このような財政上の制約の結果，
2003/04 年度に GDP 比で 4.0％であった中央政府の資本支出は，2006/07
年度には 1.9％にまで減少している。このため十分な資本がインフラ開発
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図 11　 財政赤字比率の推移
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に充当されず，インド全体としてインフラ供給の成長が低い水準にとど
まったということがいえるであろう。また貧困削減を目的とした教育や保
健衛生分野での政府支出の増大もあり，いっそう，開発支出への支出配分
が低下したことも影響している（辻田［2004］）。
　州レベルにおいては，低所得州ほど歳入が少なく，低所得州であればあ
るほど，財政赤字比率が高くなる傾向にある（辻田［2004］）。中央政府か
ら州への財政移転は，第 12 次財政委員会（Finance Commission）の提言
にもとづき（19），後進州に優先的に税分与が行われているが，移転額は十
分でないといえる（内川［2006］）。よって低所得州は，高所得州に比べる
と開発支出が少なく，インフラ整備が遅れ，結果として，低所得のままと
いう悪循環にある。同時にインフラ整備の遅れは，民間投資を招かず，そ
の結果，歳入が伸びず，開発資金が不足し，インフラが未整備のまま残る
という負のスパイラルに陥っている（内川［2006］）。図 12 は，第 11 次 5
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（出所）　Indiastat.com（http://www.indiastat.com）より。

図 12　 一人当たり計画支出と所得の関係
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カ年計画の州別一人当たり計画支出とその州の一人当たり純州内生産額の
関係を示したものである。図から明らかなように，低所得州ほど，一人当
たりの計画支出が低く，現状の開発計画ではインフラの州間格差を是正と
いうより，いっそう格差が拡大する方向にあることが読み取れる。
　第 11 次 5 カ年計画の目標である年率 9% の GDP 成長を達成するに
は，大規模なインフラ投資が必要となる。インド政府は，第 11 次 5 カ年
計画下でインフラ整備に 14 兆 5,000 億ルピー（約 3,300 億ドル）必要で
あると見積もっており，インフラへの投資を現状の対 GDP 比 4.6％から
7 ～ 8％に引き上げなくてはならないとしている（Government of India，
Planning Commission［2008］）。財政上の制約により，政府がカバーでき
ない部分は民間投資に依存せねばならず，計画委員会はインフラ投資の約
3分の1は民間によるものと計画している。電力部門に関しては，同計画下，
新規投資における民間の割合は 28％（1 兆 8,550 億ルピー，2006/07 年度
価格）との見込みである。今後，いかに民間の資金を取り込んでいくかが，
インフラ整備を通じた経済成長パターンにおいて，ひとつの鍵を握ること
となろう。

２．州電力事業体が抱える問題

　中央，州レベルでの財政逼迫に大きく影響を与えるのが，各州の SEB
の赤字体質である。毎年大幅な赤字を記録し，中央，そして州の財政を圧
迫，その結果，電力を含むさまざまな公共部門への投資が制約を受けてい
る状況である（20）。2006/07 年度の赤字額（補助金を除く）は，2,615 億ルピー
で，これは同年度の GDP の約 0.7％，中央政府財政赤字額の約 17％に匹
敵する数字である。
　SEB の赤字体質に関しては，これまで多くの文献で言及されており（た
とえば佐藤［1991］，小島［2002］），ここでは詳細な説明を避けることと
するが，赤字の根本的な原因は，電力 1kWh 当たりの平均電力生産コス
トに対して，同電力料金が約 85％程度（21）という回収率の低さと，送配電
中の損失にある。
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　料金体系は，農業部門や家庭利用の電気料金を低く，その分，商工業部
門の料金を高く設定し，商工業部門の利ざやを家庭・農業部門に配分する
という部門間補助（cross subsidy）を基本とする（22）。問題は電力の 4 分
の 1 を消費する農業の電気料金が極端に低く設定され，工業部門への高い
電気料金からの収入と州政府からの補助金を投入しても収支が全く合わな
い状態が慢性化している点である。パンジャーブ州やタミル・ナードゥ州
では電気代が無料という極端な例もある（23）。
　電力の送配電中の盗電等による損失，メーターの設置不足，そして電
気料金の未回収なども赤字拡大の大きな要因である。2006/07 年度におけ
るこれらのロスは，インド平均で電力供給の約 3 割であった（表 3）。主
要 16 州では，アッサム州の比率が最も高く，約半分の電力が送配電中に
失われている。EISP［2000］は，ケーララ州の調査で，盗電の理由の約
80％は電力を買うことができないなどの金銭的な理由によるものである
が，残りの 20％は電気接続を申し込んだが，工事待ちが長期化し，仕方
なく盗電していると報告している（24）。電気を申し込んでから半年以上も
待たされるケースがあり（25），このような電力事業体の非効率な体質が盗
電に走らせる理由でもある。また低所得者による盗電よりも，都市部の中
産階級によるメーター改竄による損失が大きいという指摘もあり（26），電
力事業体側の体質改善と利用者側のモラル向上が同時に求められる。
　慢性的に赤字を生む州電力事業体の健全化が電力部門改革の焦点であ
る。2003 年に「電力法」が制定され，政府は本格的に改革に乗り出した。
同法は，電力部門における規制を大幅に緩和し，市場原理を導入すること
を主たるねらいとする。SEB の再編や送配電部門への参入自由化を認め，
また電気料金の合理化と部門間補助の削減・撤廃など，競争と選択をもた
らす条項が含まれている。同時に，同法は電力メーター設置の義務化，盗
電に対する法的措置，そして消費者保護の施策を盛り込むなど，市場原理
の導入とともに，それを促進する環境作りという両面から改革を推進しよ
うとするものである。すでに 13 の州で SEB が分割されるなど，改革に向
けた動きがみられる。電力生産コストの回収率や送配電ロスが若干，改善
傾向にあり，今後の進展が注目される。
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３．政治経済学的要因

　インドにおけるインフラ供給の不足は，民族，言語，社会階級等，多様
性を背景とするインド民主主義政治に原因があるとの見方がある（武藤・
竹内［2007］）。たしかにインドでは意志決定のプロセスにおいて，多くの
委員会等が形成され，時間をかけて審議される傾向にあり，民主主義型の
政治システムがインフラ整備の障害になるとみることもできるであろう。
しかし，Collier［1998］が指摘するように，インドのような多様性の国，
そして所得格差の大きい国において，民主主義は，国をまとめるのに必要
なツールであり，逆にインフラの供給に正の影響を与える可能性もある。
Esfahani and Ramirez［2003］のクロスカントリーの実証研究結果はこの
見方をサポートしており，民主主義プロセスによる意志決定の遅さを一方
的に非難することはできない（27）。
　問題は，民主主義制を利用した一部の階級による利益誘導型の公共支出
への影響であろう。その典型が本節 2 小節で記述した農業電気料金への補
助金である。Persson and Tabellini［1999］の議論を応用すると，インド
のような選挙システムをとる国では，補助金のような所得移転はある特定
のグループをターゲットとしやすい。農業電気料金への補助金の場合，そ
のターゲットは農民となる。民主主義制のもとで，政党が選挙で勝つには，

表３　コスト回収率と送電ロスの推移

年度 電力料金 /
電力生産コスト（％） T&D ロス（％） AT&C ロス（％）

2000/01 69.2 n.a. n.a.
2001/02 73.5 n.a. n.a.
2002/03 81.9 32.5 32.5
2003/04 84.9 32.5 34.8
2004/05 82.2 31.3 34.3
2005/06 85.6 30.4 34.5
2006/07 n.a. 28.6 32.1
2007/08 n.a. 26.9 n.a.

（注）　2006/07 年度値は暫定値，2007/08 年度値は推計値。
送配電ロス（T&D ロス）は，電力供給と電力請求分との差を電力供給で除したもの。一方，
AT&C ロスは電力供給と実際に回収できた電気代分との差額を電力供給で除したもの。

（出所）　 Government of India, Ministry of Power, Central Electricity Authority のウェブサイト
（http://www.cea.nic.in）より。
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農民票は大きな影響をもつため，農民の人気取りの手段として，電気料金
への補助金がなくならないのは当然の帰結である。また農民にとっては，
電力部門への公共投資を増やし，発電能力の拡大というマクロ的な問題よ
り，補助金でどれだけ自分たちが支払う電気料金が安くなるかが関心事で
ある。よって政治家は彼らの好意を引くために，引き続き農業電力への補
助金を継続し，発電能力拡大への投資が優先されないという状況を招いて
いると考えられる。
　本書第 1 章でも指摘する農業部門への補助金額は，同部門への公共投
資の 4 倍にも上ることや，タミル・ナードゥ州やパンジャーブ州で農業
電気料金が無料なのは，まさにこういった状況を表しているといえよう。
Alesina and Rodrik［1994］による中位投票者定理と経済成長の研究結果
をこの事例に当てはめて解釈すると，補助金は，民主主義政治のもとで，
得票に大きな影響を与える農民階級の効用は最大化することはできるが，
それが成長にとって最適な選択であるとは限らないことを示しているとい
え，インフラのような公共財の供給には，政治的要因が重要な決定要因と
なることを物語っている。
　一方で，農業電気料金への過度の補助金によってもたらされる弊害や矛
盾を農民側が理解しつつあり，単に農業電気料金を無料にすれば選挙に勝
てるものではないとの見方もある。昨今の電力改革により，全体的に農業
用電気料金は着実に増加傾向にある。これは電気料金値上げを容認する土
壌が形成されつつあることを反映しているといえるかもしれない（28）。
　また農業用電力への補助金に関して，World Bank［2002］は，補助金
の恩恵を受けることができる農家は，土地を所有し，灌漑ポンプなど電力
を利用できる状況にある農民層であり（29），格安な電気料金はそれらの農
家の生活水準向上には貢献するが，土地をもたない貧困層への恩恵は少な
いと指摘しており，農業電力への補助金は決してその便益が農村全体に行
き渡るものではない点を注意しなくてはならない。
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おわりに

　財政制約により，インド政府は今後，電力や通信といった部門におい
て民間参加によるインフラ整備を見込んでいる。第 11 次 5 カ年計画では，
明確にこの方向性が打ち出されている。電力部門の場合，1991 年に発電
部門への外資を含む民間参入を認め，大きな期待が集まった。第 9 次 5 カ
年計画下では，新規追加発電能力約 4 万 MW のうち，ほぼ半分近い 1.7
万 MW を民間部門の参入でカバーしようとしたが，結局は目標値の 4 分
の 1 程度しか達成することができなかった。この背景には，米国のエネル
ギー商社エンロン社が中心となってマハーラーシュトラ州ダボールで進め
た発電所プロジェクトにおける混乱が大きく影響したと考えられる。売電
価格等をめぐる州政府とエンロン社の対立は，最終的にはエンロン社がプ
ロジェクトの途中で撤退するという事態を招き，インドの電力部門への民
間参入の難しさを印象づける結果となった。続く第 10 次 5 カ年計画でも
電力部門への民間の進出は低調であった。
　近年の電力部門改革により，このような状況にも変化の兆しはみられ
る。ウルトラメガ発電プロジェクトと呼ばれる大規模火力発電所の建設お
よび買電事業に民間が参入し，グジャラート州のムンドラ（タタ電力），
マディヤ・プラデーシュ州のササン（リライアンス電力）ですでに建設
に向けたプロジェクトが開始されている。またインド政府は民間によるイ
ンフラプロジェクトのために，2006 年にインド・インフラ金融公社（India 
Infrastructure Finance Company）を設立し，資金面からも民間の積極的
な参入をサポートしようとしている。
　徐々に民間のインフラ事業への参入が進みつつあるものの，民間によ
るインフラ投資には多くの問題が残っていることも確かである。そのひと
つとして，依然として残る SEB の赤字体質が挙げられる。民間が発電し
た電力は，SEB を中心とした事業体への販売となるが，SEB が果たして
購買電力の支払いに応じることができるかどうかという不安がある。また
州政府の財務体質も問題である。2003 年の電力法では，発電者が消費者
に直接販売することを認める条項が盛り込まれている。この場合，売電価
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格における差額（補助金相当分）を州政府が支払うことと定められている
が，これは州政府の財政力に依存するもので不履行の可能性は否定できな
い。民間の進出が本格化するには，SEBや州政府の財政改善が重要となり，
また SEB の財政状況は，州そして中央政府の財政にも大きく影響を与え
るため，今後の電力部門改革の結果が，民間そして政府の同部門のみなら
ず他のインフラへの投資を左右するといえよう。

〔注〕
⑴　同調査は，ビジネスを行ううえでの最大の障害として，中国では「金融へのアクセ

ス」，ブラジルでは「税規制」，ロシアでは「汚職」を挙げている。
⑵　インフラと経済発展に関する初期の研究レビューは，Gramlich［1994］を参照。そ

れ以降の文献に関しては，Agenor and Moreno-Dodson［2006］，Straub［2008］が詳
しい。

⑶　World Bank［2005］による。世界 53 カ国，2 万 6,000 社を対象とした調査の結果，
インフラ 3 部門のうち，電力不足が問題であるとの指摘が最も多く，かつそのなかで
も深刻であるとの割合が最も多かった。

⑷　Calderon and Serven［2004］は各種インフラの整備状況には高い相関関係が存在
することを指摘している。たとえば，電力（発電能力）と通信（電話回線密度）の相
関係数は 0.94 である。よって電力部門の整備状況からインフラ全体の整備状況を把
握することは可能であると考える。Esfahani and Ramirez［2003］も同様の指摘をし
ている。

⑸　インド中央電力庁（Central Electricity Authority）ウェブサイト（http://www.cea.
nic.in）より（2008 年 7 月 31 日アクセス）。

⑹　インドの会計年度は，4 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで。
⑺　中央政府の発電比重を上げていくという方針は，すでに 1980 年の「電力に関する

委員会」（ラジャダクシャ委員会）で明確に提示されている（佐藤［1991］）。
⑻　アジア開発銀行（ADB）黒田総裁が 2006 年 3 月にインドのハイデラバードで行っ

たスピーチより。出所は ADB ウェブサイト（http://www.adb.org）より（2008 年 2
月 1 日アクセス）。

⑼　Dollar et al.［2006］は，インド，中国，ブラジル等の大都市別の電力供給停止に
よる売り上げの損失を推計している。それによると，おおむねインドの都市における
損失比率が高い。

⑽　これに対し，インド政府は 2006/07 年度の総発電量の 10.5％は自家発電によるもの
と報告している（Government of India，Ministry of Power［2007a］）。

⑾　アーンドラ・プラデーシュ，アッサム，ビハール，ジャールカンド，グジャラート，
ハリヤーナー，カルナータカ，ケーララ，マディヤ・プラデーシュ，マハーラーシュトラ，
オリッサ，パンジャーブ，ラジャスターン，タミル・ナードゥ，ウッタル・プラデー
シュ，西ベンガルの 16 州である。これらの州でインド全人口の 95％，GDP の 86％
程度を占める。
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⑿　送電部門に中央政府が参入するのは 1990 年に送電公社（NPTC）が設立されてか
らのことである。

⒀　農村内においても，格差は存在する。一般に指定カースト（SC）や指定部族（ST）
といった後進階級世帯の電化率は低い。電化されていない世帯は，社会的，政治的に
マイノリティーでマージナルな零細農や非農家であるといえよう。SC や ST のイン
フラへのアクセスに関して，Banerjee and Somanathan［2007］は SC が政治的に力
をもつ場合は，インフラ整備は改善され，一方，政治的な動員が活発でない ST はイ
ンフラの享受という点で遅れていると指摘している。

⒁　これに対し，Fan et al.［1999］は農村電化への投資は道路整備や教育といったそ
の他の公共投資に比べて生産的でなく，かつ貧困削減への影響は少ないと指摘してい
る。理由として，電力投資に対する限界的なリターンが小さくなっている可能性を示
唆している。しかしながら農村電化率の低い州では電力へのアクセス制限が農業生産
の制約となっており，州間格差の大きいインドにおいては，このような研究結果に関
して疑問が残る。

⒂　Kutir Jyoti Scheme は 1988 年に開始された農村の貧困線以下の世帯を対象
とした電化計画。PMGY は 2000 年に導入されている。このほか，2003 年開
始 の Accelerated Rural Electrification Programme（AREP） や 2004 年 開 始 の
Accelerated Electrification of One lakh villages and One crore households がある。

⒃　インド中央電力庁（Central Electricity Authority）ウェブサイト（http://www.cea.
nic.in）より（2008 年 9 月 30 日アクセス）。

⒄　2004 年に改訂となった新しい定義である。それ以前は村の一般居住区で何らかの
目的で電気が使用されていれば「電化」と認められていた（Bhattacharya［2006］）。
この新しい定義の導入前では，たとえばビハール州の場合，1997 年時点の農村電化
率は 70％を超えていた（Indiastat.com のデータより計算）。

⒅　2001 年のセンサス調査では，ビハールの農村世帯の電化率は 5.13％であった。こ
れらの問題に加え，定義上，「電化」されていても，電気が供給されるのが 1 日のう
ち数時間であるケースや，さらには電線が村まで来ているにもかかわらず電気が来て
いないケースもある。

⒆　第 12 次財政委員会の提言により，中央政府から州への税分与比率は，第 11 次の
29％から 30.5％に増加している。各州への配分は，一人当たり所得のインド平均値か
らの乖離（所得格差）50％，人口 25％，面積 10％，徴税努力 7.5％，財政規律 7.5％
をもとに決定される（Government of India，Ministry of Finance［2004］）。

⒇　佐藤［1991］は，電力部門における中央・州財政の関係を分析し，SEB による中
央政府の発電公社からの電力購入代金未払いは，中央・州間の財政移転の性格をもつ
と指摘している。

21　2005/06 年度の数値。インド中央電力庁（Central Electricity Authority）ウェブサ
イト（http://www.cea.nic.in）より（2008 年 8 月 14 日アクセス）。

22　工業部門への高額の電気料金は，結局は工業部門のコストに跳ね返り，インドの工
業部門の競争力にとってマイナス要因である。また高い料金と質的な問題により，工
業部門の顧客は自家発電に走り，ますます，電力事業体の経営体質を弱体化させてい
ると小島［2002］は指摘している。
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23　インド中央電力庁（Central Electricity Authority）ウェブサイト（http://www.cea.
nic.in）より（2008 年 2 月 1 日アクセス）。

24　Katiyar［2005］も同様の指摘をしている。
25　2007 年 9 月ケーララ州トリバンドラム郊外で実施した聞き取り調査より。また

World Bank［2006］は，電力コネクションを申し込んでから開通までにかかる日数
は，中国，ブラジル，南アフリカでそれぞれ 6 日，10 日，4 日のところ，インドでは
45 日と報告している。

26　BBC のウェブサイト（http://news.bbc.co.uk）より（“India Struggles with Power 
Theft”，2006 年 3 月 15 日版）。

27　これに関連した議論として，Alesina et al.［1999］は，社会的分断が公共財の供給
に負の影響を与えるとの結果を導いている。しかし Banerjee and Somanathan［2007］
は，インドにおいて社会的分断がインフラなどの公共財配分に与えるシステマティッ
クな影響はないとの実証結果を示している。

28　この点は，本稿査読者より指摘を受け，追記した。
29　また大土地所有であればあるほど，補助金の恩恵を受けることは明白である。
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